
○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、完全性について保証するもので

はありません。また、将来予告なく変更されることがあります。○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではあ

りません。○投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。○投資信託の運用による損益は

すべて受益者の皆様に帰属します。○お申込みの際には必ず投資信託説明書（目論見書）の内容をご確認の上、お客様自身でご判断ください。
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ＳＢＩ世界高配当株プレミアムファンド（為替ヘッジあり）

＜資産成長コース＞＜年７％定率払出しコース＞＜年 15％定率払出しコース＞（愛称：長生き人生）

「香港証券取引所の前場休場によるファンド設定・解約の申込受付停止について」

平素は弊社ファンドをご愛顧いただき、誠にありがとうございます。8月19日（水）のファンド設定・解約の申込受付停止に

ついてご説明させていただきます。

本日、香港気象台より台風警報シグナル９（金融機関等が原則閉鎖され、外出禁止の状況）が発令されており、香港証券

取引所は取引停止の可能性がございます。

この発表を受け、対象ファンドにおける本日のファンドの設定・解約の申込受付を停止させていただくことといたしました。

＜対象ファンド＞

ＳＢＩ世界高配当株プレミアムファンド（為替ヘッジあり）＜資産成長コース＞（愛称：長生き人生）

ＳＢＩ世界高配当株プレミアムファンド（為替ヘッジあり）＜年７％定率払出しコース＞（愛称：長生き人生）

ＳＢＩ世界高配当株プレミアムファンド（為替ヘッジあり）＜年 15％定率払出しコース＞（愛称：長生き人生）

今後も、適時適切な運用を行なって参る所存です。何卒、ご支援のほど宜しくお願い申し上げます。

以上



○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、完全性について保証するもので

はありません。また、将来予告なく変更されることがあります。○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではあ

りません。○投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。○投資信託の運用による損益は

すべて受益者の皆様に帰属します。○お申込みの際には必ず投資信託説明書（目論見書）の内容をご確認の上、お客様自身でご判断ください。

- 2 -

ＳＢＩ世界高配当株プレミアムファンド（為替ヘッジあり）

＜資産成長コース＞＜年７％定率払出しコース＞＜年 15％定率払出しコース＞（愛称：長生き人生）

ファンドにかかるリスクについて

【基準価額の変動要因】
本ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証され
ているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割込むことがあります。信託財産に生じた利益及び損失は、す
べて投資者の皆様に帰属します。また、投資信託は預貯金と異なります。本ファンドの基準価額の主な変動要因としては以下のものが
あります。なお、基準価額の変動要因は以下に限定されるものではありません。

＜主な変動要因＞
価格変動リスク
株式の価格は、個々の企業の活動や業績、国内外の経済・政治情勢、市場環境・需給等を反映して変動します。組入れた株式の価格
が下落した場合、本ファンドの基準価額が下落する要因となり、損失を被ることがあります。

カバードコール戦略の利用に伴うリスク
・ カバードコール戦略では、原資産である株式価格が上昇した場合の値上り益が限定されるため、株式のみに投資した場合に比べ投

資成果が劣る可能性があります。本ファンドのカバードコール戦略では、株式への投資とそれぞれの個別銘柄ごとのコールオプショ
ンの売りを組み合わせるため、株式価格上昇時の値上り益が個別銘柄ごとに限定される結果、投資成果が株式市場全体の動きに
対して劣後する可能性があります。

・ コールオプションの売りを行うことにより得られるプレミアム収入の水準は、オプション売却時点の価格水準や権利行使水準、価格
変動率（ボラティリティ）、満期日までの期間、需給等複数の要因により決まりますので、当初想定したようなプレミアム収入の水準が
確保できない可能性があります。

・ 株式の価格水準や価格変動率の変動等によりコールオプションの評価値が変動し、損失を被ることがあります。
・ カバードコール戦略において、特定の期間で価格が下落した場合、再度カバードコール戦略を構築した場合の値上り益は、戦略再

構築日に設定される権利行使価格までの値上り益に限定されますので、その後に当初の水準まで価格が回復しても、本ファンドの
基準価額の回復は緩慢になる可能性があります。

為替変動リスク
本ファンドは主要投資対象とする外国投資信託において、原則として為替ヘッジを行いますが、為替変動リスクを完全に排除できるわ
けではありません。また、為替ヘッジを行う際、円金利が組入資産の通貨の金利より低い場合には、金利差相当分の費用（為替ヘッジ
コスト）がかかります。

カントリーリスク
実質的な投資対象となる国・地域において、政治・経済情勢の変化、外国為替規制、資本規制、税制の変更等の事態が生じた場合、
又はそれが予想される場合には、方針に沿った運用が困難になり、基準価額の下落要因となる可能性があります。

スワップ取引に関するリスク
・ 本ファンドが投資対象とする外国投資信託におけるスワップ取引では、取引の相手方から担保を受取ることで信用リスクの低減を図

りますが、相手方に債務不履行や倒産その他の事態が生じた場合、カバードコール戦略の投資成果を享受することができず、予想
外の損失を被る可能性があります。また、スワップ取引の相手方から受け入れた担保を想定した価格で処分できない場合があるこ
とから損失を被る可能性があります。

・ 本ファンドが投資対象とする外国投資信託は、スワップ取引の相手方が現実に取引する株式やオプション取引について何ら権利を
有しません。

その他
解約資金を手当てするためにカバードコール戦略を解消（株式の売却およびオプションの買戻し）する際、市場規模や市場動向によっては
当初期待される価格で解消できない場合があります。この場合、ファンドの基準価額が下落する要因となり、損失を被ることがあります。
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ファンドの費用

購 入 時 手 数 料
購入価額に 3.3％（税抜：3.0％）を上限として販売会社が定める手数料率を乗じて得た額とします。
詳細は販売会社にお問い合わせください。

信 託 財 産 留 保 額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に 0.5％を乗じた額をご換金時にご負担いただきます。

運 用 管 理 費 用

（ 信 託 報 酬 ）

ファンドの日々の純資産総額に年 1.089％（税抜：年 0.99％）を乗じて得た額とします。
信託報酬は毎日計上され、毎計算期末または信託終了のときにファンドから支払われます。

投資対象とする投資信託証券：年 0.40％程度
実質的な負担：年 1.489％（税込）程度
＊ファンドが投資対象とする投資信託の信託報酬を加味した、投資者の皆様が実質的に負担する信託報酬率になります。

なお、投資対象ファンドの変更等により、数値は変動する場合があります。

そ の 他 の 費 用

及 び 手 数 料

ファンドの監査費用、有価証券売買時にかかる売買委託手数料、信託事務の処理等に要する諸費用、開示書
類等の作成費用等（有価証券届出書、目論見書、有価証券報告書、運用報告書等の作成・印刷費用等）が信託
財産から差引かれます。なお、これらの費用は、監査費用を除き、運用状況などにより変動するものであり、事
前に料率、上限額などを示すことができません。

投資者の皆様にご負担いただく手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することが
できません。

投資信託ご購入の注意

●投資信託をご購入の際は、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、もしくは同時にお受取りになり、内容をご確認ください。

●投資信託は値動きのあるものであり、元本保証、利回り保証、及び一定の運用成果の保証をするものではありません。したがって、

運用実績によっては元本割れする可能性があります。

●投資信託の基準価額の下落により損失を被るリスクは、投資信託をご購入のお客様が負うこととなります。

●投資信託は預金ではなく、預金保険の対象ではありません。

●銀行など登録金融機関でご購入いただく投資信託は、投資者保護基金の支払対象ではありません。


